



The chief care managers' tasks in medical cooperation























































































































































































































課題を感じる106 66 55 227
いいえ20 60 71 151
126 126 126 378
自由度2 x =47.662 p催<.0001
図2医療機関(病院・診療所)との連携で感じた課題
表 1 回答者の属性
性別 (n= 129) 基礎資格 n= 129
男性 18 14.00%介護福祉士 71 55.00%




30 ~ 39 22 17.10%准看護師 8 6.20%
40 ~ 49 54 41.90% 歯科衛生士 4 3.10%
50 ~ 59 47 36.40% その他 6 4.70%




3年未満 1 0.80% 特定事業所 I で勤務 6 5.00%
3 - 5年 4 3.10%特定事業所Ⅱで勤務 61 48.00%
5 ～ 7年 61 47.30% 特定事業所内の増員 21 17.00%
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図4医療機関との連携に関する助言や指導に対する自信
これは研修の受講要件で一定の経験が求められて
いるからではあるが,ある程度の経験を経て,最上
位の研修として主任ケアマネの研修を受講している
わけである.
今回の調査の特徴的な部分としては,受講目的で
の回答であるといえる.つまり「特定事業所加算」
の取得のためが88名(70%)で,2009年の介護報
酬改定の影響が反映されているといえる.
このことから,主任ケアマネの職域はもはや包
括センターではなく,居宅事業所であるといえる.
これを裏付けるものとして,2010年5月1日現在,
新潟県での「特定事業所加算I・Ⅱ」届出全事業所
は151ヶ所に及んでいる(新潟県2010).
しかし,主任ケアマネが居宅事業所で日常的に活
躍する場合,今回の調査内容で焦点とした「医療機
関との連携に関する助言や指導」に関する能力が問
われることになる.
この点に関して,「医療連携加算」の実績で示し
たとおり,利用者に関する必要な情報を提供するな
ど,医療機関との連携は行われていることは明らか
である.しかし,主任ケアマネとして他の介護支援
専門員に対して助言や指導することに「自信がない」
と多くが回答していた.
つまり,利用者に対する日常的な支援として行っ
ている医療機関との連携がその場限りとなり,主任
ケアマネとして他の介護支援専門員に対して助言や
指導を行う能力-と高まるような実践の理論化が行
われていないのではないだろうか.
今後,主任ケアマネが居宅事業所において,他の
介護支援専門員に対して自信を持って,「医療機関
との連携に関する助言や指導」ができるようになる
ためには,主任ケアマネが自身の行っている医療機
関との連携内容やその方法を可視化理論化するこ
とが求められる.
ただ,このように自身の経験を客観的に評価し,
普遍的な援助モデルを構築する能力は「医療機関と
の連携に関する助言や指導」のみに通用するもので
はなく,他の介護支援専門員を支援するために,主
任ケアマネとして求められる役割全体にとっても重
要な能力である.
しかし,これらを実現するには,主任ケアマネに
対する研修のあり方を検討する必要がある.先にも
触れたが国の『主任介護支援専門員研修実施要綱』
は現状に沿ったものとは言ない.また,入口の養成
研修だけに留まらず,居宅事業所での業務に就いた
後の現任研修など,「居宅事業所における主任ケア
マネ」という新たな視点での研修体系構築が早急に
求められていると言える.
Ⅶ.まとめ
今回の調査は,近年,居宅事業所が在宅療養支援
の強化を求められている点から,「医療機関との連
携に関する助言や指導」に焦点を絞った.
結果として居宅事業所に配置される主任ケアマネ
は「医療機関との連携に関する助言や指導」に自信
がないことがわかった.
しかし,残念ながら,今回の調査ではこの結果の
要因が,「経験不足」なのか「知識不足」なのか,
また「助言や指導」というスキルの不足なのかが,
明確になっていない.
また,今回の調査で焦点から除外した部分,スー
パービジョン,コミュニティ・ソーシャルワークな
ど,主任ケアマネとして必要な他の能力に関しても
居宅事業所における主任ケアマネという視点での研
究が必要であり,今後の研究課題として位置づけた
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